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Ⅰ . はじめに
日本は世界に例のない高齢化が進んでいる。2005
（平成 17）から 2030（平成 42）年までの 25 年間に、
後期高齢者（75 歳以上）人口が 1,100 万人から 2,200
万人に倍増することが予測されている。また、在宅
療養者の重度化や介護保険利用者の高齢化、認知症
の増加などが見込まれ、高齢化のさらなる進展によ
り死亡者数は、2030 年にかけて今よりも約 40 万人
増加することが予測されている 1）。近年の医療制度
の改革においては、病院から在宅への円滑な移行と
医療および介護への継続を重視することが掲げられ
ている 2）ことからも、在宅看護を必要とする人々
が増加することは必至である。
現在、死亡原因 1 位は 1981 年よりがんであり、
人々の生命および健康にとって重大な問題となって
いる。2006 年の介護保険法の改正に伴い、がん末
期患者が介護保険サービスを利用できるようにな
り、がん末期患者の在宅ホスピスケアが推進されて
きた。また、2007 年にがん対策基本法が施行され、
がん対策基本計画に基づきその対策が進められてき
た。2007 年から 10 年間の全体目標として、「全て
のがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質
の維持向上」「がんになっても安心して暮らせる社
会の構築」が掲げられている 3）。
内閣府が実施している高齢者の健康に関する意識
調査において、2007 年度調査 4）では国民の 60%以
上が自宅での療養を望まれ、2014 年度調査 5）では
自宅で最期を迎えることを希望する人が、54.6%（男
性 62.4%、女性 48.2%）であった。このように国民
の要望に応え、介護保険制度の改正に伴う在宅で提
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　［Purpose］Expectation	regarding	the	ability	of	new	graduates	to	offer	home	care	was	investigated.	The	results	were	used	
for	examining	the	content	of	basic	nursing	education	in	the	future.
　［Methods］Participants	were	people	working	in	offices	related	to	home	care	provision	（i.e.	clinics	and	medical	offices,	home	
nursing	stations,	community	comprehensive	support	centers,	nursing	care	support	offices,	and	home-visit	nursing	care	offices）	
in	Ward	A	of	Tokyo.	A	questionnaire	survey	was	conducted	regarding	expectations	related	to	practical	nursing	ability.	The	
questionnaire	consisted	of	55	 items	 inquiring	about	“Goals	attained	at	graduation”	related	to	“Practical	nursing	ability	and	
attainment	goals	at	graduation	from	undergraduate	courses-education	contents	and	learning	achievements-	,”	proposed	by	the	
Ministry	of	Education,	Culture,	Sports,	Science	and	Technology	（MEXT）	in	March	2011.	Valid	responses	were	collected	from	
249	participants	and	189	offices.
　［Results］The	average	expectation	scores	 for	all	 three	 items	of	“Practical	ability	 for	basic	human	care”	had	a	high	rank	
（2.8 〜 3.0）.	The	percentage	of	participants	that	responded	“Ability	 is	 indispensable	or	necessary”	was	68.9 〜 74.7 %	for	
“Practical	ability	for	basic	human	care,”	43.5 〜 72.7%	for	“Ability	to	systematically	perform	nursing	care	based	on	evidence,”	
46.1 〜 64.4 %	for	“Practical	ability	to	deal	with	specific	health	tasks,”	35.9 〜 69.9 %	for	“Practical	ability	regarding	the	care	
environment	and	development	of	a	team	system,”	and	54.2 〜 63.3%	for	“Basic	ability	to	keep	improving	as	a	professional.”
　［Discussion］The	average	expectation	scores	of	all	three	items	of	“Practical	ability	for	basic	human	care”	were	included	in	
the	higher	ranks.	This	indicated	that	participants	considered	it	important	to	respect	the	ideas	of	all	patients	and	their	families,	
and	to	support	them	by	obtaining	their	understanding.	It	was	also	suggested	that	basic	nursing	education	was	expected	to	
develop	the	ability	to	respect	different	values	and	worldviews	of	people	living	in	various	environments	when	nursing	care	is	
being	offered.
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供するケアが拡大された。住み慣れた地域で必要な
医療・介護サービスを受けつつ、安心して自分らし
い生活を実現できる社会を目指し、在宅看護を充実
させていくことが必要である。
在宅ケアにおいては、医療機関などの施設とは異
なり、様々な専門職者やサービス担当者がそれぞれ
別の組織で構成され、物理的に離れた場所に存在す
る。また、それらの専門職者やサービス担当者は、
それぞれの役割・立場で療養者や家族にかかわるこ
とから、それらの情報の共有では、職種や組織をこ
えて意図的に連携をすることが必要である 6）。
現在、在宅医療・介護推進プロジェクト 7）では、
多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成事
業が行われている。在宅看護では、医師、歯科医師、
薬剤師、看護師、ケアマネジャー、介護士などの医
療福祉従事者がお互いの専門的な知識を活かしなが
らチームとなって連携し、療養者・家族をサポート
していく体制を構築することが求められているため
連携教育が必要不可決である。
そこで本研究では、新卒の看護師が在宅ケアの
チームメンバーとなる場合、在宅ケアに携わる事業
所に勤務する者は、卒業時の看護実践能力について
どの程度期待しているかを明らかにし、これからの
看護基礎教育における教育内容を検討するための基
礎資料とする。
Ⅱ . 方法
1. 調査対象者
調査対象者は、東京都内のA区にある在宅ケア
に携わる事業所（診療所・医院・クリニック、訪問
看護ステーション、地域包括支援センター、介護支
援事業所、訪問介護事業所）に勤務する医師、保健師、
看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介
護福祉士、介護支援専門員、訪問介護員とし、189
施設 540 名に調査票を配布し、249 名から有効回答
を得た（回収率 46.1%）。
2. 調査紙
平成 23 年 3 月に文部科学省より提示された「学
士課程においてコアとなる看護実践能力と卒業時到
達目標―教育内容と学習成果―」は、学士課程で養
成される看護実践能力と卒業時の到達目標が提示さ
れている。これらは、大学における看護学教育の質
の保証として提示されたものである。看護学士課程
を修了する学生が習得すべき必要不可欠なコアとな
る教育を示すことを目指し、社会や医療、看護の変
化に対応するため作成 8）されている。さらにこの
到達目標に対しては、各大学はこれを参照し、教育
理念や養成する人材像に合わせて必要な教育内容を
検討し、独自の教育課程を編成することが求められ
ている。そのためこれらの項目を使用し、医療・福
祉職を対象に調査することが、今後の教育内容を検
討する上で重要な資料となることから調査項目とし
た。この調査項目は、看護実践を構成する 5つの能
力（Ⅰ〜Ⅴ群）とそれぞれの群を構成する 20 の看
護実践能力よりなる（Table1）。そして、20 の看護
実践能力は、55 項目の卒業時到達目標で構成され
ている（Appendix）。教示文には、看護系大学生に
卒業時に身につけてほしい能力について、「新卒で
在宅ケアのメンバーになる場合、卒業時においてど
の程度できることを期待するか」を明示し、4件法
（4：必ずできてほしい、3：できてほしい、2：少し
はできてほしい、1：わからない）で尋ねた。
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Table1　看護実践を構成する 5 つの能力群と
20 の看護実践能力
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3. 手続きおよび調査期間
調査の実施に当たっては、各事業所の所属長の承
認を得た後、事業所の人数に応じて調査用紙を郵送
し、各所属長を通じて対象者への配布を依頼した。
記入後、再び各事業所の所属長が回収した。その間
約 2週間を要した。調査期間は、平成 25 年 2 月下
旬〜 3月上旬である。なお、調査の目的を書面上に
て説明し、無記名式で実施した。
4. 分析方法
収集したデータから各項目の記述統計、看護実践
能力群および各事業所間の期待度の差を検討するた
めに、Kruskal-Wallis の検定を用い、有意水準 5%
で有意差の見られた項目に対して、Mann-Whitney
の U 検定を実施し、Bonferroni の不等式による
修正を行った。これらの分析には統計パッケージ
SPSS21.0J	for	windows を用いた。
5. 倫理的配慮
本研究は、所属する大学の倫理審査委員会から承
認を得て実施した。研究の対象者へは、調査の趣
旨、調査への協力は自由意思に基づくものであるこ
と、匿名性の保持、個人情報の取り扱いについて文
書にて説明し、調査の回答をもって同意が得られた
ものとした。
Ⅲ . 結果
1. 対象者の特徴
分析対象者 249 名は、男性 62 名（24.9%）、女性
185 名（74.3%）、無回答 2名であった。年代は、20
代 7 名（2.8 %）、30 代 67 名（26.9 %）、40 代 79 名
（31.7%）、50 代 72 名（28.9%）、60 代 21 名（8.4%）、
70 代 2 名（0.8%）、無回答 1名であった。
対象者が勤務する事業所は、診療所・医院・クリ
ニック、訪問看護ステーション、地域包括支援セン
ター、介護支援事業所、訪問介護事業所であった。
全対象者の取得資格は、医師 25 名（10.0%）、看護
師や保健師 53 名（21.3%）、介護支援専門員（ケア
マネージャー）の資格を持つ看護師 21 名（8.4%）、
社会福祉士や介護福祉士、介護支援専門員、訪問介
護員などの福祉職の有資格者が 145 名（58.2%）、理
学療法士 1名（0.4%）、作業療法士 2名（0.8%）、そ
の他 2名（0.8%）であり、福祉職の資格を持つ者が
全体の約 6割を占めていた。各事業所における取得
資格の割合はTable2 に示す。
また、調査対象者がかかわっている療養者の主
な介護レベルの割合は、要支援 1は 3.2%、要支援
2 は 15.7%、介護度 1 は 6.4%、介護度 2 は 24.1%、
介護度 3は 22.9%、介護度 4は 11.2%、介護度 5は
10.0%、無回答 6.4%であった。
2. 看護実践能力の平均得点と能力群の比較
55 項目からなる質問項目に対して、20 の看護実
践能力と 1-5 群の能力群にまとめ、その平均得点を
算出した（Figure	1）。全体の平均得点は 2.72 で、
平均得点は、2.3 〜 3.0 であった。最も高い平均得
点であった項目（平均得点 3.0）は、1. 看護の対象
となる人々の尊厳と権利を擁護する能力、6. 健康レ
ベルを成長発達に応じて査定（Assessment）する
能力、16. 安全なケア環境を提供する能力の 3項目
在宅ケアにおける看護系大学生の新卒時の看護実践能力に対する期待	−A区の在宅ケアを担当する職種に対する調査−
n=249
Table2　対象者の特徴
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で、次いで平均得点が高かった項目（平均得点 2.9）
は、2. 実践する看護について説明し同意を得る能
力、3. 援助的関係を形成する能力、13. 終末期にあ
る人々を援助する能力であった。3番目に平均得点
が高かった項目（平均得点 2.8）は、5. 計画的に看
護を実践する能力、9. 看護援助技術を適切に実施す
る能力、19. 生涯にわたり継続して専門的能力を向
上させる能力の 3項目であった。
次に 5 つの看護実践能力の能力群に違いがある
かを検討するために、Kruskal-Wallis の検定を行
い、各能力群の差の分析は、Mann-Whitney の U
検定を実施した。その際、Bonferroni の不等式に
よる修正を行い、有意水準 5%はα =0.005、1%はα
=0.001、0.1%ではα =0.0001 として検定した。
その結果、能力群（Ⅰ〜Ⅴ群）において有意な差が
見られた（χ2=97.16,	p	 =.000）。多重比較からは、Ⅰ群
「ヒューマンケアの基本に関する実践能力」の平均得
点は他のⅡ〜Ⅴ群より有意に高かった。一方、Ⅳ群「ケ
ア環境とチーム体制整備に関する実践能力」の平均得
点は、他の群より有意に低かった（Figure	1）。
3. 看護実践能力に対する期待度の割合
看護実践を構成する 5 つの能力として、【Ⅰ群	
ヒューマンケアの基本に関する実践能力（看護実践
能力 1〜 3）】については、「必ずできてほしい」「で
きてほしい」と回答した者は、6割を超えていた（68.3
〜 74.7%）。【Ⅱ群	根拠に基づき看護を計画的に実
践する能力（看護実践能力 4〜 9）】については、「必
ずできてほしい」「できてほしい」と回答した者は
43.5 〜 72.7%であった。特に、5. 計画的に看護を実
践する能力、6. 健康レベルを成長発達に応じて査定
する能力、9. 看護援助技術を適切に実施する能力に
対する回答は、6割以上であった。一方で、8.	地域
の特性と健康課題を査定する能力については、「必
ずできてほしい」「できてほしい」と回答した者は
5割にも満たなかった（43.5%）。【Ⅲ群	特定の健康
課題に対応する実践能力（看護実践能力 10 〜 13）】
については、「必ずできてほしい」「できてほしい」
と回答した者は、46.1 〜 64.4%であった。13. 終末
期にある人々を援助する能力に対して「必ずできて
ほしい」「できてほしい」と回答した者は 6割を超
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注）Bonferroni の不等式による修正により、* 有意水準 5%はp<.005、** 有意水準 1%はp<.0001、*** 有意水準 0.1%はp<.00001とした
Figure 1　看護実践能力に対する期待度の看護実践能力と能力群の平均値と群間の比較
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えていた。【Ⅳ群	ケア環境とチーム体制整備に関す
る実践能力（看護実践能力 14 〜 18）】は、「必ずで
きてほしい」「できてほしい」と回答した者は 35.9
〜 69.9%であった。特に、16. 安全なケア環境を提
供する能力に対する回答は 69.9%であり、6割以上
の者が「必ずできてほしい」「できてほしい」と回
答していた。しかし、15.	地域ケアの構築と看護機
能の充実を図る能力については 37.7%、18. 社会の
動向を踏まえて看護を創造するための基礎となる能
力は 35.9%であった。【Ⅴ群	専門職者として研鑽し
続ける基本能力（看護実践能力 19 〜 20）】では、「必
ずできてほしい」「できてほしい」と回答した者は
54.2 〜 63.3%であった。19.	生涯にわたり継続して
専門的能力を向上させる能力に対する回答は 6割以
上の者が「必ずできてほしい」「できてほしい」と
回答していた（Figure	2）。
4. 卒業時に身につけてもらいたい能力に対する
期待の事業所間の差の検討
20 の看護実践能力に対して、勤務する事業所の
違いにより新卒で在宅ケアのメンバーとなる場合の
期待度に違いがあるかを検討するために Kruskal-
Wallis の検定を行い、事業所間ごとの差の分析のた
めに、Mann-Whitney の U 検定を実施した。その
際、Bonferroni の不等式による修正を行い、有意水
準 5%ではα =0.005、1%ではα =0.001、0.1%では
α =0.0001 として検定した（Table	3-1,2）。
その結果、勤務する事業所の違いにより有意な差
が見られたのは、看護実践能力 20 項目中 14 項目で
あった。【Ⅰ群	ヒューマンケアの基本に関する実践
能力】では、「2. 実践する看護について説明し同意
を得る能力（χ 2	=22.78,	p	=.000）」における得点は、
介護支援事業所 >訪問看護ステーション、地域包
括支援センター >医院・診療所、介護支援事業所
>医院・診療所で有意な差が見られた。
【Ⅱ群	根拠に基づき看護を計画的に実践する能力】
では、「4. 根拠に基づいた看護を提供する能力（χ2	
=13.33,	p	 =.010）」における得点は、介護支援事業
所>訪問看護ステーション、訪問介護事業所>訪問
看護ステーションで有意な差が見られた。「6.健康レ
ベルを成長発達に応じて査定する能力（χ2	=18.21,	p	
=.001）」では、介護支援事業所>訪問看護ステーショ
ン、介護支援事業所>医院・診療所で有意な差が見
られた。「7.個人と家族の生活を査定する能力（χ2	
=13.16,	p	=.011）」では、介護支援事業所>医院・診
療所で有意な差が見られた。「8. 地域の特性と健康課
題を査定する能力（χ2	=16.51,	p	=.002）」では、介護
支援事業所>訪問看護ステーション、訪問介護事業
所>訪問看護ステーションで有意な差が見られた。
【Ⅲ群	特定の健康課題に対応する実践能力】で
は、「10. 健康の保持増進と疾病を予防する能力（χ2	
=15.79,	p	 =.003）」における得点は、介護支援事業
所 > 訪問看護ステーション、訪問介護事業所 > 訪
問看護ステーションで有意な差が見られた。「11. 急
激な健康破綻と回復過程にある人々を援助する能力
（χ2	=33.82,	p	 =.000）」、「12. 慢性疾患及び慢性的
な健康課題を有する人 を々援助する能力（χ2	=29.92,	
p	=.000）」と「13. 終末期にある人 を々援助する能力
（χ2	=42.25,	p	 =.000）」では、介護支援事業所 >
訪問看護ステーション、訪問介護事業所 > 訪問看護
ステーション、介護支援事業所 > 医院・診療所、訪
問介護事業所 > 医院・診療所で有意な差が見られた。
【Ⅳ群	ケア環境とチーム体制整備に関する実践能
力】では、「14. 保健医療福祉における看護活動と看
護ケアの質を改善する能力（χ2	=13.83,	p	=.008）」の
得点は、訪問介護事業所>訪問看護ステーションで
有意な差が見られた。「16.安全なケア環境を提供する
能力（χ2	=17.76,	p	 =.001）」と「17. 保健医療福祉に
おける協働と連携をする能力（χ2	=26.80,	p	 =.000）」
においては、介護支援事業所>訪問看護ステーション、
訪問介護事業所>訪問看護ステーション、介護支援
事業所>医院・診療所、訪問介護事業所>医院・診
療所で有意な差が見られた。「18. 社会の動向を踏まえ
て看護を創造するための基礎となる能力（χ2	=19.52,	
p	 =.001）」では、介護支援事業所>訪問看護ステー
ション、訪問介護事業所>訪問看護ステーション、介
護支援事業所>医院・診療所で有意な差が見られた。
【Ⅴ群	専門職者として研鑽し続ける基本能力】では、
「20. 看護専門職としての価値と専門性を発展させる能
力（χ2	=11.71,	p	 =.020）」の得点は、訪問介護事業
所>訪問看護ステーションで有意な差が見られた。
Ⅳ . 考察
本研究は、新卒の看護師が在宅ケアのメンバーに
なる場合、在宅ケアに携わる事業所に勤務する者た
ちが、看護系大学生に卒業時に身につけて欲しい能
力と期待の程度を明らかにすることであった。身につ
けて欲しい能力は「看護実践能力と卒業時の到達目
標」を用い、看護実践能力に対する期待度および事
業所間を比較し検討した。
【Ⅰ群	ヒューマンケアの基本に関する実践能力】は、
ヒューマンケアの基本に関する実践能力を示し、人々
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の尊厳と権利の擁護、説明と同意、援助関係形成の
能力からなる。Ⅰ群は卒業時に身につけて欲しい能
力として期待度が高く、他のⅡ〜Ⅴ群に比べて有意な
差があった。在宅ケアで対象とする人々は様々な生
活背景を持ち、また異なるニ ズーを持っている。加え
て、在宅という場は、療養者やその家族が人生の喜
び・悲しみなど家族の思いも詰まった場所である 9）。
このような要因により在宅の場では、療養者や家族の
在宅への思いが意思決定に複雑に影響を及ぼす。Ⅰ
群の実践能力は、人々の多様な生活背景による様々
な価値観・世界観を尊重し、実施するケアに対して
十分に説明し、意思決定を支えつつ、人間的な配慮
ある看護を提供することに関する能力であることを示
している。今回の調査対象者の約 6 割が福祉職であ
り、在宅ケアにかかわる者は、あらゆる療養者や家
族の考えを尊重し、理解を得ながら支援してくことが
必要であると認識していると考えられる。さらに、看
護実践能力に対する期待度は、3 項目とも「必ずでき
てほしい」「できてほしい」と6 割以上が回答してい
た。特に、「1. 看護の対象となる人々の尊厳と権利を
擁護する能力」においては、「必ずできてほしい」「で
きてほしい」と回答した者は 74.7%を示していた。こ
れらのことからも福祉職の人たちは、療養者やその
家族に対して人対人としてかかわりができること、そ
して対象者の人権を尊重するといった倫理観が重要
であると認識していると推察される。そのため、この
ヒューマンケアの基本とする実践能力は多職種と協働
し療養者の生活の場において看護を実践する新卒看
護師にとって不可欠な能力と考えられる。
【Ⅱ群	根拠に基づき看護を計画的に実践する能力】
は、科学的根拠に基づき、対象者とその家族および
地域の特性をアセスメントし看護を展開する能力であ
る。訪問看護師は、療養者と家族が毎日の処置・管理、
異常の発見、トラブル発生時の対処ができるかにつ
いて、両者のセルフケア能力、判断力を見極め、不
安や負担を軽減するような支援が必要である10）。そ
のため、看護の専門職として臨床的理由に基づき看
護の方向性を決定し、看護実践を評価、改善してい
く能力が在宅ケアの場において求められていると言え
る。一方で訪問看護師は、1人で訪問し限られた時
間と場所、設備の中で、療養者や家族との信頼関係
を築き、五感をフルに使い訪問看護を実践しなけれ
ばならない。そして看護師としての経験があっても在
宅での療養者とその家族を一体として看護をすること
は未経験であり、療養者宅を訪問しそれぞれの家庭
にあった看護を提供しなければならないという現実に
戸惑う11）。つまり在宅ケアにおいては、限られた資源
で療養者と家族への看護を提供するために柔軟な思
考や発想、適切で正確な技術が必要である。また、
社会福祉士や介護福祉士、介護支援専門員、訪問
介護員などは非医療職であるため、医療職である看
護師が持つその専門性や看護師が行ってもよい診療
の補助や医行為を期待していると考えられる。特に、
看護実践能力に対する期待度の割合では、「6.	健康
レベルを成長発達に応じて査定する能力」において
「必ずできてほしい」「できてほしい」と回答した者は
72.7%を示し、療養者の特性を理解し、アセスメント
する能力が求められていると言える。
近年、訪問看護の利用者は在宅での医療的処置
が必要な場合や終末期のケアを要する場合が増加し
ている。一方、看護専門職の定期的な訪問により介
護予防効果を上げている在宅療養者の例も多い12）。
また、在宅看護の対象者は高齢者が占める割合が高
い。加齢による身体的機能の低下、有病率の高さや
複数の疾患を併発している場合が多く、ケア支援が
必要となる13）。さらに、高齢者や障がい者では、「生
活不活発病」と呼ばれる生活が不活発なことにより、
全身の心身機能の低下が起こりやすい14）。このよう
に訪問看護では、医療職として、医療的な介入に加
えて療養者や家族に心身状態から起こり得ることを
予測・予防的な側面からも同時にアセスメントできる
ことが必要であると言える。
【Ⅲ群	特定の健康課題に対応する実践能力】は、
疾病の予防も含めたあらゆる健康のレベルの人々に援
助することができる能力である。「13.終末期にある人々
を援助する能力」において「必ずできてほしい」「で
きてほしい」と回答した者は 6 割に達していた。在宅
看護では、在宅ケアを利用するがん患者に終末期が
多いという特徴がある15）。がんの療養者では、医療
機器・器具の使用が必要であったり、病気の進行に
伴うADL（日常生活動作）の低下がみられることが
多い。また、終末期における見取りでは、心身の変化
に対応できることを看護師に期待していると考えられ
る。さらに、近年では在宅で終末期を迎える療養者
が少なくないことが、6 割以上の者が「必ずできてほ
しい」「できてほしい」と期待し、それが臨床経験の
ない新卒の看護師であったとしても医療職である看護
師の役割として望まれていることであると言える。「10.
健康の保持増進と疾病を予防する能力」では、「必ず
できてほしい」「できてほしい」と回答した者は半数
に満たなかった。本調査の対象者がかかわっていた
主な療養者の介護度は、中重度（介護度 3〜 5）が
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44.1%であった。そのため、予防的視点は重要である
が、それよりも何らかの健康問題を抱えた療養者を援
助するといった直接的な援助能力に重点が置かれた
可能性がある。加えて、調査対象者の 6 割が福祉職
であったことから、医療職に対し医療処置に関する能
力に期待していることが大きいと推察される。
【Ⅳ群	ケア環境とチーム体制整備に関する実践能
力】は、対象者の状況に合わせたチームを構築や整
備を行い、看護の専門性を発揮していく能力である。
Ⅳ群の期待度は他のⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅴ群より有意に低かっ
た。「15. 地域ケアの構築と看護推進の充実を図る能
力」「18. 社会の動向を踏まえて看護を創造するため
の基礎となる能力」においては、「必ずできてほしい」
「できてほしい」と回答した割合は、4 割に満たなかっ
た。「15.	地域ケアの構築と看護推進の充実を図る能
力」は、地域の人々や地区組織活動について理解し、
地域の個人・グループ・機関との調整を行い、地域
ケア体制づくり、ケアネットワーク作りのあり方につい
て理解できる能力である。また、健康危機発生時の
緊急対応など、健康危機管理について理解し、その
対策に関わる看護職者としての責務を理解できる能
力が含まれている16）。しかし、これらは、地域特性
や医療保険福祉制度を理解した上で療養者の要求に
対応していくことから、在宅ケアにかかわる看護師と
して卒後教育の中でもかなり高度な能力であると言え
る。そのため、4 割にも満たなかったと考えられる。
しかし、現在、高齢者の増加、価値観の多様化に伴
い、病気を持ちつつも可能な限り住み慣れた場所で
自分らしく過ごす「生活の質」を重視する医療が求め
られている。このため、在宅医療を提供する機関等
を連携拠点として、多職種協働による在宅医療の支
援体制を構築し、医療と介護が連携した地域におけ
る包括的かつ継続的な在宅医療の提供を目指ざして
いる17）。これらを鑑みると新卒時に備えている能力と
しては高度であるが、多職種との連携や調整が必要
であるという視点や卒後教育の中で身につけていく必
要がある能力である。そのため、看護基礎教育では
それらに関する知識や臨地実習の体験を通してその
基礎作りをする必要がある。「18. 社会の動向を踏ま
えて看護を創造するための基礎となる能力」は、医
療対策の動向や疾病対策、医療保健福祉サービスに
ついて理解し、そして看護の役割や課題について考
えていくことができる能力である。医療や関連制度は
刻 と々変化していることから、それらに関心を持ち看
護ケアを発展させることが必要であるという視点は重
要である。しかし、身につけてほしい能力として低かっ
たのは、先述したように療養者の介護度を踏まえると
援助能力を優先して考えた可能性もあるだろう。
【Ⅴ群	専門職者として研鑽し続ける基本能力】は、
専門職として継続して自己研鑽していく能力である。
Ⅴ群に対する期待度はⅡ・Ⅲ群とは有意な差はなく、
Ⅰ群よりは低かったが、Ⅳ群よりは期待度は高かった。
「19. 生涯にわたり継続して専門的能力を向上させる
能力」では、「必ずできてほしい」「できてほしい」と
6 割が回答していた。通常、訪問看護師は療養者の
家庭に一人で訪問し、相談できる医師や他の看護職
がその場にいないため、対象者の病態を正確に観察
し、自律的に判断をする臨床能力が求められる18）。
そのため、知識と技術を習得し続けることは必要不
可欠なことであり、専門職としての責務であると言え
る。また、療養者や家族の生活の質が向上できるた
めには、社会の変化やそのニーズに応じ変化する社
会制度を理解していくことが必要であるため、これら
のことが期待度に反映されていたと考えられる。
次に看護実践能力における事業所間の比較につい
て述べていく。事業所間で差があった看護実践能力
すべてにおいて、看護師が主として勤務する訪問看護
ステーションより、福祉職の資格が主である地域包括
支援センター・介護支援事業所・訪問介護事業所の
方が期待度は高く、福祉職の方が新卒看護師に期待し
ていたと言える。Ⅰ群の実践能力のなかの1つである
「2.実践する看護について説明し同意を得る能力」に
ついては地域包括支援センター等の福祉系の事業所
は訪問看護ステーション、医院・診療所の医療系の事
業所より期待度が有意に高かった。この差は医療と福
祉に携わる職種の教育背景、役割や業務の理解の程
度が影響していると推察される。医療職の医師と看護
師は新卒看護師のおおよその水準を知っているという
ことでもある。福祉職の社会福祉士、介護支援専門
員、訪問介護職は、在宅ケアの場における「実践する
看護について説明し同意を得る能力」についての必要
性が期待度に反映されていると考えられる。また、【Ⅲ
群	特定の健康課題に対応する実践能力】の全ての項
目において、事業所間に差が見られ、看護師が主とし
て勤務する訪問看護ステーションより、福祉職の資格
が主である地域包括支援センター・介護支援事業所・
訪問介護事業所の方が期待度は高かった。福祉職は、
非医療職であるため、医療に関することは専門である
看護師にゆだねることになる。訪問看護の利用者は、
医療依存度の高い重度・最重度の割合が増加しており、
緊急時の対応など 24 時間対応体制が必要な利用者
が増加している19）。そのため、福祉職は、新卒看護
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師に対し様 な々健康課題に対応できる実践能力を求め
ていたと考えられる。さらに、【Ⅳ群　ケア環境とチー
ム体制整備に関する実践能力】の「17.保健医療福祉
における協働と連携をする能力」は、医療職より福祉
職の者の方が得点は高く、福祉職は医療職より協働
と連携することを新卒看護師に期待していると言える。
このことは、在宅ケアにおいては様々な職種が関係し
ていることからもあらゆる職種がその専門的な能力を
発揮しつつ、連携していくことが求められていると推
察できる。期待度の割合において「必ずできてほしい」
「できてほしい」と5 割が回答していることからも、今
後の看護基礎教育では、多職種との連携・協働する
能力を身に着けられるようするための基礎教育を行っ
ていくことが課題と考えられる20,21）。
これまで、看護実践能力= 看護技術力とした認識
が浸透しており、このような狭義の認識が、看護師
育成者の視野を狭め、新卒看護師の看護実践能力
向上を阻みかねない状況を招いている。これを受け
て近年では、看護実践能力を看護技術の習得という
一面だけではなく、看護実践に必要な倫理観や看護
管理能力の保持、および専門職としての学習態度形
成など、多面的な要素を含んだ総合能力としてとらえ
る考え方に移行してきた 22,23）。
看護学科卒業までにどこまでの“看護実践能力”
を求めるかについては ,依然として課題であるが、看
護師は、病院や居宅のようにケアを行う場が異なっ
ていても様々なニ ズーを持つ人々の要求に応え、医療
職として援助を提供し、加えて他職者との連携が常
に求められている。そのような環境に身を置く看護
職となる看護系大学生への看護基礎教育には、Ⅰ群
の「ヒューマンケアの基本に関する実践能力」で現さ
れているような、療養者やその家族の尊厳やプライバ
シー、個別性や価値観を尊重し、誠意と主体性をもっ
て療養者と家族のケアに取り組むことができるように
教育していくことが重要であると言える。そして、そ
れを基盤として看護を展開する能力を育てていく必要
があることが示唆された。
本研究では、限られた地域で、在宅ケアに携わる
事業所の勤務者に新卒時の看護実践能力に対する期
待について尋ねており、地域の特性や療養者の特徴の
違いにより新卒者に期待する看護実践能力の違いがあ
ることが考えられる。今後は、さらに地区を広げるなど、
在宅ケアの場における新卒者に期待する看護実践能力
を具体的にし、新卒者が在宅医療の場で活躍できる
ための教育内容を探求していくことが課題である。
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